
■承認第６号 専決処分の承認を求めることについて（令和３年度四万十町一般

会計補正予算（第４号）） 

【要旨】 

本議案は、特に緊急を要するため議会を招集する時間的余裕がないことが明らかで

あると認め、地方自治法第 179 条第１項の規定により令和３年９月 17 日付けで専決

処分に付した令和３年度四万十町一般会計補正予算第４号について、同条第３項の規

定に基づき報告し、承認を求めるものです。 

先の議会９月定例会で審議された令和３年度一般会計補正予算第３号の決定後に

おいて、台風 14 号災害に伴い、河川へ流入した土砂等の撤去や浸水家屋のし尿処理

運搬、東又地区にある滞在型市民農園施設の復旧など、被災後直ちに必要となる経費

を計上したほか、川ノ内、奈路、平野地区における施設規模の大きい頭首工において、

被災による災害復旧工事に際し、専門の測量設計を行う必要が生じたため、測量設計

委託料を計上するなど、歳入歳出それぞれ 15,000 千円を追加計上したものです。 

 

【補正内容】 

 令和３年度四万十町一般会計補正予算（第４号）第１表歳入歳出予算補正に記載の

とおり。 

 

【地方債の状況】 

 別紙のとおり。 

 

【根拠法令】 

地方自治法（抜粋） 

（専決処分） 

第 179 条 普通地方公共団体の議会が成立しないとき、第 113 条ただし書の場合に

おいてなお会議を開くことができないとき、普通地方公共団体の長において議会

の議決すべき事件について特に緊急を要するため議会を招集する時間的余裕が

ないことが明らかであると認めるとき、又は議会において議決すべき事件を議決

しないときは、当該普通地方公共団体の長は、その議決すべき事件を処分するこ

とができる。ただし、第 162 条の規定による副知事又は副市町村長の選任の同意

及び第 252 条の 20 の２第４項の規定による第 252 条の 19 第１項に規定する指定

都市の総合区長の選任の同意については、この限りでない。 

２ 議会の決定すべき事件に関しては、前項の例による。 

３ 前２項の規定による処置については、普通地方公共団体の長は、次の会議にお

いてこれを議会に報告し、その承認を求めなければならない。 

４ （略） 
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☞ 令和3年度「地方債」借入見込額及び充当先一覧

単位: 千円

款 項 目 補 正 前 補 正 額 補 正 後

6 1 5 農村地域防災減災事業 16,000 16,000 

16,000 0 16,000 

8 4 2 公営住宅建設事業 32,400 32,400 

32,400 0 32,400 

11 1・2 － 現年発生補助災害復旧事業 118,000 118,000 

過年発生補助災害復旧事業 25,200 25,200 

現年発生単独災害復旧事業 900 10,100 11,000 

144,100 10,100 154,200 

6 1 5 上谷池改修事業 3,000 3,000 

6 2 1 山地災害防止事業 5,000 5,000 

8 2 3 県道改良事業負担金 6,600 6,600 

8 2 3 周辺整備事業 5,400 5,400 

8 2 3 町道防災対策事業 5,000 5,000 

8 3 2 がけ崩れ住家防災対策事業 28,200 28,200 

9 1 5 急傾斜地崩壊対策事業 5,300 5,300 

58,500 0 58,500 

8 3 1 河川維持管理費 24,000 24,000 

24,000 0 24,000 

2 1 10 文化的施設整備事業 104,900 104,900 

9 1 5 避難設備・運営体制整備事業 11,100 11,100 

116,000 0 116,000 

8 5 1 吉見川浸水対策事業 25,700 25,700 

9 1 5 津波避難対策推進事業
24,300 24,300 

175,300 175,300 

3,700 3,700 

229,000 0 229,000 

6 3 2 志和漁港長寿命化事業 4,500 4,500 

4,500 0 4,500 

2 1 5 ケーブルシステム機器整備事業
235,800 235,800 

2 1 6 移住定住促進事業 22,600 22,600 

4 2 2 塵芥収集車購入事業 7,400 7,400 

6 1 2 総合交流拠点施設改修事業
26,500 26,500 

6 1 3 競争力強化生産総合対策事業 50,000 50,000 

6 1 5 土地改良事業 2,700 2,700 

農地耕作条件改善事業 7,500 7,500 

6 2 2 バイオマス利用推進事業 28,500 28,500 

6 2 5 9,800 9,800 

1,100 1,100 

7 1 1 コワーキングスペース整備事業 75,500 75,500 

7 1 3 道の駅四万十大正再整事業 15,600 15,600 

ホビー館改修事業 19,200 19,200 

三島キャンプ場改修事業 1,700 1,700 

8 2 3 町道改良事業 163,400 163,400 

橋梁修繕及び耐震補強事業 94,800 94,800 

トンネル修繕事業 40,600 40,600 

高速道路周辺整備事業 31,100 31,100 

9 1 2 高幡消防組合負担金 10,800 10,800 

9 1 4 消防施設整備事業 26,300 26,300 

10 2 1 小学校遊具改修事業 14,400 14,400 

小学校トイレ改修事業 900 900 

10 3 1 中学校テニスコート改修事業 4,500 4,500 

10 4 5 窪川四万十会館改修事業 21,100 21,100 

10 5 1 丸山体育館改修事業 8,500 8,500 

10 5 2 十和給食センター厨房機器整備事業 5,900 5,900 

926,200 0 926,200 

2 1 3 過疎地域自立促進特別事業基金造成事業 188,800 188,800 

8 2 3 橋梁一括点検調査事業 38,600 38,600 

10 1 6 昭和教員住宅解体撤去 6,500 6,500 

10 4 2 中平家屋敷解体撤去 5,200 5,200 

239,100 0 239,100 

1,165,300 0 1,165,300 

－ － － 臨時財政対策債 320,800 320,800 

320,800 0 320,800 

2,110,600 10,100 2,120,700 

【参 考】 837,600 

1,940,590 

1,017,710 

19,595,242 

防災備蓄倉庫整備

災害復旧
事 業 債

公共土木施設・農林水産施設

公共土木施設・農林水産施設

公共土木施設・農林水産施設

災 害 復 旧 事 業 債 計

■一般会計／現年度分

起 債 の
目　　的

歳出予算科目
充 当 事 業 名 事 業 内 容 等

公　　共
事業等債

 県営地域ため池総合整備事業負担金

公 共 事 業 等 債 計
公営住宅
建　　設
事 業 債

奥内第3団地新築工事

公 営 住 宅 建 設 事 業 債 計

起 債 見 込 額 （ 限 度 額 ）

合 併 特 例 事 業 債 計

緊急自然
災害防止

対策事業債

改修工事

山地災害防止工事

県道改良工事負担金

高速道路周辺整備工事

県営土地改良事業負担金

農地耕作条件改善工事

非常用発電機整備

緊 急 防 災 ・ 減 災 事 業 債 計
公共施設等
適正管理

推進事業債

漁港修繕設計委託

公 共 施 設 等 適 正 管 理 推 進 事 業 債 計

町道防災対策工事

がけ崩れ住家防災対策事業

県営急傾斜地崩壊対策事業負担金

緊 急 自 然 災 害 防 止 対 策 事 業 債 計

緊急浚渫
推進事業債

浚渫工事

緊 急 浚 渫 推 進 事 業 債 計

合併特例
事 業 債

設計、用地補償、地質調査

緊急防災
・ 減 災
事 業 債

茂串ポンプ場防災倉庫設計委託・用地購入

 興津地区津波対策高台用地整備、
 津波避難路等整備

音声告知設備再構築

塵芥収集車購入

 競争力強化生産総合対策事業補助金

 道の駅十和改修設計委託・工事、
 駐車場整備工事・用地購入

防災施設整備事業

トンネル修繕工事

高速道路周辺整備

 救急車整備

 消防ポンプ車整備

設計

薪ボイラ―設置工事

林道維持管理費
林道橋梁修繕設計委託・工事

林道トンネル修繕工事

ホビー館改修工事

22路線

コワーキングスペース整備

道の駅四万十大正再整備設計委託、工事

橋梁修繕

トイレ棟等改修工事

改修工事

設計

解体工事

解体工事

過 疎 対 策 事 業 債 ［ ソ フ ト 分 ］ 計

過 疎 対 策 事 業 債 計

臨時財政
対 策 債

※一般財源のため充当事業なし

臨 時 財 政 対 策 債 計

 改修工事等

 改修工事

 厨房機器入替工事

過 疎 対 策 事 業 債 ［ ハ ー ド 分 ］ 計

ソ
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分

過疎地域自立促進特別事業基金造成

橋梁一括点検調査委託
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分

 光回線終端装置再構築委託、
 インターネットシステム再構築委託

中間管理住宅整備

一 般 会 計 ／ 現 年 度 分 借 入 見 込 額 計

前年度繰越分　借入見込額計

本年度「公債費(元金償還金)」見込額

本年度「地方債増減」見込額

本年度末「地方債残高」見込額




